
 

戸籍届書の様式変更について 

 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号）が

本年５月１９日に公布され，同法により戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の一部が改正

され，本年９月１日から施行されることに伴い，戸籍法施行規則の一部を改正する省令（令

和３年法務省令第４０号）が本年８月２７日に公布され，本年９月１日から施行されること

となりました。また，上記の改正を踏まえ，本年８月２７日付けで，民事局長通達「戸籍届

書の標準様式の全部改正について」が発出され，本年９月１日から施行されることとなりま

した（※）。 

（※）本年９月１日以降も，従前の様式による各種届書用紙がある場合には，当分の間，使

用することができます。 

   

これらの改正によって，押印義務は廃止されますが，明治以来，戸籍届書には押印するこ

ととされ，また，重要な文書に押印してきた我が国の慣習や，婚姻の届出には押印をなくす

べきではないとの国民の声などを踏まえ，改正以降も，届出人の意向により，届書に任意に

押印することは可能とされております。 

 

なお，戸籍の届出については，不正な届出を防止するための方策として，以下のような制度

が用意されており，押印義務が廃止された後も，真正な届出がされることについての担保が

されております。 

 

（１）届出により効力を生ずる身分行為（婚姻，協議離婚，縁組，認知）に関しては，あら

かじめ，自らが市区町村の窓口に出頭しないでされた届出を受理しないよう申し出ること

ができます（戸籍法第２７条の２第３項。） 

 

また，届出により効力を生ずる身分行為に係る届出のために出頭した者について，第三者に

よるなりすましを防止するため，公的な身分証明書等の資料の提供を受けるなど，法令によ

り定められた方法により本人確認を実施しています。（戸籍法第２７条の２第１項）。 

さらに，届出により効力を生ずる身分行為に係る届出事件の本人のうち出頭しなかった者

に対し，届出を受理した旨通知し，虚偽の届出の訂正（戸籍法第１１３条～１１７条）の機

会を担保しております（戸籍法第２７条の２第２項）。 

 

（２）虚偽の届出を行った者に対する刑事罰として，電磁的公正証書原本不実記載罪（刑法

第１５７条第１項）や，虚偽届出罪（戸籍法第１３４条）等の規定が設けられております。 


